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はじめに

地理情報システム（ＧＩＳ： ）は、社会・経済・文Geographic Information Systems

化活動を行う上で基本となる地理情報の編集・統合を可能とする基盤的ツールであ

り、行政、企業活動、国民生活の幅広い分野に大きな変革をもたらす 世紀の高度21
情報化社会の重要な情報基盤である。

そのため 政府は 年に 地理情報システム ＧＩＳ 関係省庁連絡会議 以、 、 「 （ ） 」（1995
下「ＧＩＳ関係省庁連絡会議」という ）を設置し、その整備と相互利用の環境づく。

り等に計画的に取り組んできた。

ＧＩＳ関係省庁連絡会議は、ＧＩＳは、社会経済活動の広範な分野において、極め

て大きな役割を果たすものであり、ＧＩＳの利用を支える地理情報（地図データ、統

計情報等）は、従来の社会基盤に匹敵する利益をもたらす新たな社会基盤であると位

置づけ、 年 月に「国土空間データ基盤の整備及びＧＩＳの普及の促進に関す1996 12

る長期計画 、 年 月には「国土空間データ基盤標準及び整備計画」を策定し、」 1999 3

また 年 月には 「今後の地理情報システム（ＧＩＳ）の整備・普及施策の展2000 10 、

」 、 。開について を申し合わせ 政府一丸となったＧＩＳの整備・普及に取り組んできた

そして、 年 月には、地理情報の整備の概成とそれを踏まえたわが国社会全2002 2
般にわたるＧＩＳの本格的普及を目指し「ＧＩＳアクションプログラム 」2002-2005

が決定され、①ＧＩＳを利用する基盤環境を概成、②政府の各分野においてＧＩＳを

有効に活用し、行政の効率化と質の高い行政サービスの実現を計画目標として各府省

が連携して、さまざまな取り組みを進めているところである。

「 」 、 、2001 e-Japan年以降毎年策定されている 重点計画 においても ＧＩＳの推進は

重点 分野の「行政の情報化及び公共分野における情報通信技術の活用の推進」のた5
めの具体的施策として大きく位置づけられるなどその重要性は行政情報の公開、電子

政府の推進を背景にますます高まってきている。

本フォローアップ報告は 「ＧＩＳ関係省庁連絡会議において、毎年度、本計画に、

記述した施策の実施状況を把握するとともに、国土空間データ基盤の整備状況、ＧＩ

Ｓの普及状況、ＧＩＳに関連する技術動向、諸外国の状況等について調査を行う」と

されたことを受けて行った調査結果をとりまとめたものである。
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１．2003年度における施策の実施状況

年度における施策の実施状況について、計画の構成に沿って成果を中心に整2003

理すると以下のとおりである 【別紙１】。

（１） 国土空間データ基盤に関する標準化と政府の率先使用による行政の効率化の推進

【別紙２】

○地理情報標準について、これまでに国際規格となった 項目を対象に、ＪＩＳ原7

案の作成も含め、ＪＩＳ化の取り組みを進めた。

○Ｇ－ＸＭＬとＧＭＬとの国際統合版（ＧＭＬ ）の国際規格化動向等を踏まえ3.0
たＧ－ＸＭＬの改訂及びＧ－ＸＭＬ のＪＩＳ化を検討した。3.1

2003 8○最新版の地理情報標準に準拠した地理情報の電子化・提供（ 年度末現在

件 、Ｇ－ＸＭＬの利用促進（ 年度末現在 件 、セミナーの開催等を通じ） ）2003 5
た地理情報標準及びＧ－ＸＭＬの普及活動・技術支援を行った。

（２） 地理情報の電子化・流通を促進する観点からの制度・ガイドラインの整備

○測量成果電子納品要領（案）を作成し、国土交通省が実施する公共測量の業務に

適用させた。

○空間データ基盤を含む地図等を有する府省に調査を行い、電子納品の対象となる

件中 件が既に実施済み、 件が実現するための施策を講じている等の結果33 27 4

を得た。

○「政府の地理情報の提供に関するガイドライン」のＱ＆Ａ集について検討した。

（３） 地理情報の電子化と提供の推進【 】別紙３

①空間データ基盤の電子化・提供の推進

○数値地図 及び数値地図 の更新を引き続き行うとともに、街区レベル25000 2500
位置参照情報の年 回の更新を開始した。1

○日本沿岸域の詳細海底地形データの電子化を開始した。

○数値地図 及び数値地図 について、ウェブマッピングシステムを用い2500 25000
2002たインターネットによる提供を開始した。なお、国土数値情報については、

年度より提供を開始している。

○地図データの品質を容易かつ効率的に比較するための品質評価ガイドラインに基

づく品質を明示するための評価表（ 品質評価表 ）を作成し、この品質評価表「 」

により政府が保有する空間データ基盤を含む地図等について品質を明示すること

を申し合わせた。

○数値地図 、数値地図 及び森林基本図について品質評価表を作成する2500 25000

とともに、その他の空間データ基盤を含む地図等についても品質評価表の作成を

開始した。
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②基本空間データ、デジタル画像の電子化・提供の推進

○地質図の記号等のＪＩＳ化は予定を繰り上げ 年度に完了し、地質図ＪＩＳ2002

とＧ－ＸＭＬに準拠した数値地質図標準化を開始した。

、 、 、 。○火山地質図 活断層図 火山土地条件図 都市圏活断層図の数値化等を実施した

○海上保安庁が保有する海岸線付近の空中写真約 枚について、インターネ13,000

ット提供を開始した。

③クリアリングハウスの拡充等流通環境の整備

○日本版メタデータプロファイル（ＪＭＰ）を国際規格に基づきＪＭＰ に更新2.0
、 、 、 。し これに準拠したメタデータ編集ソフトを開発 配布して その普及を図った

○地理情報クリアリングハウスには、 年度末までに 省 機関の登録が行わ2003 7 11

れた。

○クリアリングハウスの検索を容易にするための技術仕様の規格化に向けて、国際

メタデータ標準ＩＳＯ をベースとしたＧＥＯ－ＪプロファイルのＪＩＳ原19115

案を作成し、ＪＩＳＣ（日本工業標準調査会）に提案した。

（４） ＧＩＳの本格的な普及支援【 】別紙４

①地方公共団体との協力、地域への支援

○統合型ＧＩＳ普及のため、総務省と国土地理院の共催による普及セミナーを開催

するとともに、統合型ＧＩＳポータルサイトを設置した。また、統合型ＧＩＳ未

導入団体に対するマニュアル作成、市町村合併時における統合型ＧＩＳの活用検

討、電子自治体施策との連携活用検討を実施した。

○地方公共団体が実施する農業振興地域の レベルの地理情報の整備を支援1/2,500

し、これまでに整備対象地域の概ね 割が整備された。5

○地籍活用ＧＩＳ推進事業により、 年度までに 箇所の地方公共団体のＧＩ2003 46
Ｓ構築の支援を行った。

○地方公共団体との意見交換、ＧＩＳ研究開発支援センターの開放によるＧＩＳ応

用技術の研究開発の支援を引き続き行うとともに、地域におけるＧＩＳ推進体制

の整備のための指導・助言、技術支援を行った。

②ＧＩＳを基本とした新たなサービス・産業の創出及び関連技術との連携等

○全国の電子基準点（ 点）のうち 点についてリアルタイムデータの提供1,224 931

を開始した。

○モバイル端末でも 次元ＧＩＳの利用を可能とするために必要となる空間データ3
配信技術等の研究開発に着手した。

○「ＬＢＳ技術委員会」を設置し、位置情報サービスに関する標準化への対応、国

内の関連業界における標準化要件の整理を行った。

○ｇコンテンツ（位置情報をもつコンテンツ）を紹介・流通するためのポータルサ

イト、発信サイトを実証構築するとともに 「ｇコンテンツ流通推進協議会」の、

活動を支援した。
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③ＧＩＳの普及活動の充実と国際協力の推進

○内閣官房のウェブサイトにＧＩＳ関係省庁連絡会議のポータルサイトを構築し、

公開を開始した。

、 、 。○関係府省が連携し 回のセミナー等を開催し 積極的な普及施策を実施した18

○社会と生活へのＧＩＳ利用の定着を図ることを目的に、その効果や実現への課題

等について検証する「ＧＩＳ利用定着化事業」に着手した。

○地質情報に関する国際ネットワークの 年度共同構築を目指した東・東南ア2005

ジア諸国の地質図・地球科学図メタデータの作成、地球環境問題の解明等に資す

る地球地図データの整備とインターネット公開等を進めた。

（５） ＧＩＳを活用した行政の効率化、質の高い行政サービスの実現

①電子申請・届出等に係る取り組みとの連携

○公共測量事務処理システム（ＫＯＳＴＳ）の改良を経て、公共測量に係る申請手

続きの電子化を実施した。

○地図等の修正等に利用できるあるいは参考になる申請・届出の調査を行い、空間

データ基盤の更新に活用できる添付地図として、利用可能なものが 件、参考と8

なるものが 件あることを確認し、相互活用の可能性を示した。46
○ 年度末に運用を開始した「電子申請用添付地図作成支援・確認サービス」2003

の利用対象となり得る 件の添付地図を抽出した。54

②ＧＩＳを用いた質の高い行政サービスの実現

○「人工衛星等を活用した被害早期把握システム」を構築した。また、国民等に広

く防災情報を提供するポータルサイトを公開した。

○火山防災システムについて、緊急時の防災対策を支援する機能を開発し、 火山5
においてシステムの機能等の検証を行った。

○交通事故の危険個所を地図上に表記するシステムを開発した。

、 、○国勢調査の小地域統計データと境界データを結びつけ 背景地図と重ね合わせて

グラフ表示や集計機能等も利用できるシステムを開発し 「統計ＧＩＳプラザ」、

として提供を開始した。

○消防広域応援活動の迅速な展開に資するため、地理情報システムを活用した広域

2003 87.2応援支援システムの導入を推進し、 年度末現在、都道府県については

％、消防本部については ％の整備率となった。69.0

○国有財産情報公開システムについて、システム上地図表示が可能な地域を拡大し

た。

○森林ＧＩＳ構築のための支援を実施し、おおむね 割に当たる都道府県において7

森林ＧＩＳ整備に着手がされている。

○国土交通省内の各部局が保有する防災情報を集約し、インターネットを通じて、

防災関係機関や国民にわかりやすく提供することを目的として 「国土交通省防、

災情報提供センター」を開設した。
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○防災まちづくりに係るシステムの技術開発の成果について普及を図るためのフォ

ーラム、セミナーを開催した。

○国土地理院が提供する基盤的地理情報と各行政機関等が保有する地理情報をイン

ターネットで統合できる「電子国土Ｗｅｂシステム」を公開した。

（６） その他計画のフォローアップ等

○全府省あるいは関係府省で連携して取り組むべき課題の検討とその解決を目指

し、関係省庁連絡会議のもとに引き続き つのＷＧ（ワーキンググループ）を設4

置し、それぞれに与えられた課題の検討を行った。

) 標準普及ＷＧ1

品質評価表の作成と普及等

) 整備推進ＷＧ2
電子申請・電子納品に関する検討等

) 制度・運用等検討ＷＧ3

政府の地理情報の提供に関するガイドラインの検討等

) 普及啓発・総合調整ＷＧ4

普及啓発、総合調整に関する事項の検討等
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２．国土空間データ基盤の整備状況

（１）国際標準化､国内標準化の動向

国際標準化機構(ＩＳＯ)は 年に地理情報関連について検討する専門委員会1994
（ＴＣ ）を設置し､地理情報の相互利用を目的とした標準化を行っており､このう211

ち地理情報標準に採用された 項目については、 年度末までに 項目が国際規11 2003 7

格として確定し､今後､残りの 項目の国際規格化が予定されている｡4
地理情報標準のＪＩＳ化については、 年度において､ 項目(時間スキーマ)が2003 1

2 2004完了し 項目がＪＩＳＣ 日本工業標準調査会 の審議を終了していることから、 （ ） 、

年度早期には計 項目についてＪＩＳ化に至る予定である。また、国際規格が確定し3
た残り 項目についても、速やかにＪＩＳ化作業を行っている。4

Ｇ－ＸＭＬについては、既にＧ－ＸＭＬ のＪＩＳ化が完了し､国際統合版仕様2.0

がＩＳＯ／ＴＣ に新規提案され、 年 月に承認された。この国際統合版仕211 2002 5
様は、その後、ＩＳＯにおいて審議、改訂が進められ、 年度を目途に国際規格2005

となる予定である。また、国内においては、 年 月に、国際統合版仕様に対応2003 6

したＧ－ＸＭＬ を公開した。さらに、コンテンツ流通のための機能を追加したＧ3.0
－ＸＭＬ を作成しており、今後、国際規格に対応したＧ－ＸＭＬについてＪＩＳ3.1

版の改訂又は新規ＪＩＳ化を予定している。

地理情報標準、Ｇ－ＸＭＬなどの国内標準化が進展することにより、異なる主体に

より整備された空間データの相互利用が容易に行える環境が整備されつつある状況に

なっている。

（２）ＪＩＳ化された地理情報標準､Ｇ－ＸＭＬに準拠した地理情報の件数

、 「 」（ ）地理情報標準に準拠した地理情報は 年度に 基本基準点成果 国土交通省2003

などが整備され、合計 種類に、また、地理情報標準に準拠した製品仕様書等は、新8

たに 「統合型ＧＩＳの導入・運用に関するマニュアル （総務省）などが作成され、、 」

合計 種類となり、地理情報標準に準拠した地理情報の整備に向けた取り組みが加14

速した。

Ｇ－ＸＭＬに準拠した地理情報は、 年度に実験中であったうちの 件につい2002 2
て 年度に整備されたほか、新たに「海洋地質図 （経済産業省）などの整備があ2003 」

り、合計 種類となったほか 「Ｇ－ＸＭＬ プロトコル仕様書」が作成された。5 3.0、

政府機関・地方自治体等においては、これらの製品仕様書等に準拠してデータを

作成するよう調達仕様書に記述することにより、地理情報標準に準拠した空間データ

の調達が容易になる。

また、すでに作成済みの一般的な形式の地理情報について、地理情報標準に準拠

した形式に変換可能なコンバータを 年 月に標準普及ＷＧにおいて提供し、地2004 2

理情報標準に準拠した地理情報の一層の普及を図った。

（３）電子データによる納品の実施状況
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電子データによる納品については、空間データ基盤を含む地図等 件のうち、直47

営作業などのために納品が行われないものを除く 件が電子納品の対象となる。こ33

のうち 件については、既に電子データによる納品が実施されている。残りの 件27 6
についても、 件は具体的な施策を講じており､着実に電子データによる納品が進め4

られている｡

今後も引き続き､電子納品未実施の項目については､電子納品の実現に向けた施策を

速やかに講じることができるよう､積極的に関係府省に働きかけていく｡

（４）空間データ基盤の項目のうち､電子化された件数

国土空間データ基盤整備の進捗状況については、空間データ基盤の項目を含む地理

情報 件のうち、電子化が完了したものが 件､着手中が 件あるなど電子化が概47 36 7

ね進んでいる。

今後は、電子化に着手済の 件について、整備率を増大させていくよう関係府省に7

働きかけていく。また、電子化が未着手の 件については、実態を把握し、課題を整4

理した上で、必要な施策を講じるよう積極的に関係府省に働きかけていく。

（５）空間データ基盤の項目のうち､インターネットでの提供がなされた件数

空間データ基盤の項目 件のうち､ 年度末においては､ 件となっており､約47 2003 21
半数の空間データ基盤についてインターネットによる提供が開始されるなど、着実に

空間データ基盤の提供に関する施策が遂行されている。

今後も、より一層の提供対象の拡充を、関係府省に働きかけていく。

（６）主要な地理情報の更新状況

地図データの中でも骨格となるデータ項目の電子化・提供を優先することとした

結果、数値地図 、数値地図 、街区レベル位置参照情報の電子化が完了し、2500 25000
既に 年度から（数値地図 は 年度から）インターネットで公開されて2001 25000 2002

いる。

数値地図 は地方公共団体との連携で定期的な更新が、数値地図 は全国2500 25000
の主要地物について少なくとも年 回の更新が既に実施されている。また、街区レベ1

ル位置参照情報については、 年度から新たに毎年の更新が開始されている。2003

このように地理情報の中核となる 種類のデータについては、定期的な更新が実3
施されており、着実に本施策が実施されているといえる。
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３．ＧＩＳの普及状況

（１）地理情報クリアリングハウスへのアクセス件数

空間データの検索システムである政府の「地理情報クリアリングハウス」について

2003 7 11 5は、 年度末現在 省 機関が接続しているほか、大学・公益法人・民間等の

69,000 2002 64,000法人が接続している。登録されたメタデータは約 件（ 年度末：約

2003 70,000 2002 70,000件 である また 年度中のアクセス件数は約 件 年度：年間約） 。 、 （

件）であった。

（２）地方公共団体におけるＧＩＳ導入件数及び統合型ＧＩＳに基づく共用空間データ

整備件数

地方公共団体における個別業務型のＧＩＳの導入件数（団体数）は、 年 月2003 4

47 2002 4 40 1,103 2002現在 都道府県では 団体 年 月： 団体 市区町村では 団体、 （ ）、 （

年 月： 団体）である。4 883

また、複数の部局が利用する基盤的な地図データを共用できる形で整備し、利用す

2003 4 7 2002る統合型ＧＩＳの導入件数 団体数 は 年 月現在 都道府県では 団体（ ） 、 、 （

年 月： 団体 、市区町村では 団体（ 年 月： 団体）である。4 5 158 2002 4 118）

個別業務型、統合型とも着実に増加しており、地方公共団体においてＧＩＳの導入

が進んできている状況が伺える。特に、最近では独自に開発したシステムをライセン

スフリーで他の地方公共団体に提供する例（三重県、西宮市等）や、県と市町村がオ

ンラインで共同利用できるシステムを導入した例（岐阜県、高知県等）があり、地方

公共団体におけるＧＩＳの普及促進への効果が注目される。

15（ ） 、「 」（※ 地方公共団体における個別型及び統合型ＧＩＳの導入団体数は 地方自治情報管理概要 平成

年 月：総務省自治行政局地域情報政策室）をもとにＧＩＳ関係省庁連絡会議事務局で整理した。10

（３）ＧＩＳアプリケーションの普及状況

e-JapanＧＩＳアプリケーションの普及状況について 政府のＩＴ施策の基本である、

戦略Ⅱに示された先導的取り組み 分野（①医療、②食、③生活、④中小企業金融、7

⑤知、⑥就労・労働、⑦行政サービス）に関連した活用事例を中心に把握した。

①医療： これまで、一部の自治体及び民間サイトで地図上に医療機関の位置、診

療科目などを表示し、地域住民へのサービスが行われていたが、 年度中におい2003

てもサービス提供地域が着実に増加した。

また、ＧＩＳを活用した感染症（インフルエンザ）に関する情報提供が行われてお

り（国立感染症研究所感染症情報センター 、注意報、警報レベルの地図表示とその）

時系列的な推移を示すこと等により、感染の推移状況を国民誰もが明確に認識できる

よう工夫されている。 年度には、民間が感染症空間解析システムによるＳＡＲ2003

Ｓに関する解析結果をインターネット上で提供した。

②食： 食に関連した分野では、ＧＩＳは主として地方公共団体による農業振興推

進の手段として用いられてきたが、一部の地域では、消費者との交流にＧＩＳを活用
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する試みが始まっている。島根県では、 年度から、地域限定の直売店情報や生2003

産者情報をインターネット上の地図情報として提供開始し、同時に携帯電話でも提供

し始めた（しまねブランドおいしさ満載ネット 。観光情報とも連携することで、生）

産者と消費者とを結びつける新たな動きとなっている。

③生活： 快適な生活の実現に関しては、ＧＰＳ機能を利用したカーナビゲーション

が普及し、レンタカーでは既に標準装備となっている。バス・ロケーションサービス

も本格化し、インターネット上のサイトで路線ごとの運行状況がリアルタイムに表示

され、携帯電話サービスも開始された。

Ｗｅｂ上での地図検索サービスでは、単なる地図検索にとどまらず飲食店や宿泊施

設のホームページに地図検索機能を付加し、地図検索サイトへリンクするものが急増

している。 年度においては、新聞折込ちらしの電子版とよべる地域限定、期間2003

限定のＷｅｂちらしサービス等ＧＩＳの多様な機能を利用したサービスも始まった。

安全・安心面では、医療機関と連動した民間の緊急通報サービスでも携帯電話とリ

ンクしたサービスが始まり、利用者が拡大している。また、治安に関しては、ホーム

ページで犯罪発生状況を公表する取り組みが警視庁などで行われており、反響を呼ん

でいる。

④中小企業金融： 金融に関するＧＩＳの事例は無いが、経営効率化支援のためのＡ

ＳＰ形態によるＧＩＳサービスや、実際の商店街を地図上に示した商店街ポータルサ

イト等中小企業向けのＧＩＳサービスが展開されている。

⑤知： 我が国における代表的なＧＩＳアプリケーションであるカーナビゲーション

や、 年度に急速に拡大しつつある携帯電話による歩行者ナビゲーションサービ2003
スなど我が国のＧＩＳ関連商品・サービスが、今後国際的な競争力を持った商品に発

展することが期待される。

⑥就労・労働： ＧＩＳ産業においてもデータ作成などの分野でＳＯＨＯや障害者の

就労に関する取り組みが行なわれてきている。また、フィールドサービス分野におい

ても、女性による女性のための出張サービスでは安全管理にＧＩＳが活用されている

など、多様な雇用の拡大に一定の役割を果たしている。

年度においては、岡崎額田広域市町村圏で地域情報と一体化して就職情報の2003
提供を地図から行うサービスが開始された。ＵＪＩターンにおける就労情報は、これ

まで以上に詳細な情報提供が求められることから、ＧＩＳを利用した情報提供の効果

が注目される。

⑦行政サービス： 国においては、電子国土Ｗｅｂシステム（国土地理院）や統計Ｇ

ＩＳプラザ（総務省統計局）などのサービスが始まった。

24地方公共団体においては、横須賀市で民間ＡＳＰサービスを活用したＧＩＳの

。 、 「 」、時間ワンストップサービスが導入された また 大和市 ここ！でもコミュニティ

三重県「Ｍ－ＧＩＳ」等でＧＩＳを活用した住民参加システムの提供が開始された。
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４．ＧＩＳに関する技術動向

ＧＩＳに関する技術について 「国土空間データ基盤の整備及びＧＩＳの普及の促、

進に関する長期計画」レビューにおいて今後の技術的課題とされたものの動向を中心

に把握した。

（１）地理情報標準実利用のための取組

、 、 （ ）国土地理院は 民間 社との共同研究により 地理情報標準第 版 ＪＳＧＩ17 2 2.0

の実業務における利用の促進を目的として、地理情報標準の利用ツール等の開発や運

用面の課題等について検討した。この共同研究においては、製品仕様書の作成支援の

ための「製品仕様書文書化支援ツール 、座標参照システムを利用するための「座標」

参照系管理ツール 、国際規格に準拠したメタデータ（ＪＭＰ ）を作成するための」 2.0

「ＪＭＰ メタデータエディタ」等を作成したほか 「新入門書 「製品仕様書作2.0 、 」、

成マニュアル 「品質評価手順書」等の参考資料を作成した。さらに、我が国の実」、

情に合わせた地理情報標準プロファイルの原案を作成した。

（２）ＧＰＳによるリアルタイム位置情報サービスの実用化

ＧＰＳによるリアルタイム位置情報サービスの高精度化により、高機能なカーナビ

ゲーションシステムや個人向けの携帯ナビシステム、高齢者・障害者の移動支援、各

種作業車の運行支援等における多様なサービスの実現が期待されている。

国土地理院は、高精度の測位情報（位置精度最大 程度）が安定して得られる1cm

サービスが可能となるよう、全国 カ所に整備している電子基準点について、受1,224
信したＧＰＳデータを配信センターにリアルタイムで常時送るためのシステムの整備

2002 5 200を推進している。 年 月に関東・中京・京阪神地域等の大都市を中心とした

点の電子基準点で提供を開始し、 年 月までに 点に提供範囲を拡大した。2003 10 931

提供地域の拡大により、 程度の精度でのリアルタイム位置情報提供サービスが全1cm
国的に行われるようになった。

（３）クリアリングハウスの利用環境の向上

政府の地理情報クリアリングハウスは 年より運用を開始している。クリアリ2001

ングハウスに登録するメタデータの国際規格（ＩＳＯ ）が 年 月に正式19115 2003 5

に発効されたことを受け、この国際規格に準拠した新たな日本版メタデータプロファ

イル（ＪＭＰ ）を策定するとともに、ＪＭＰ に基づくメタデータ作成のため2.0 2.0

1.1a 2.0 2003 12のエディタや旧版 ＪＭＰ からＪＭＰ への変換ツール等を開発し 年（ ） 、

月に国土地理院のホームページ上で提供を開始した。

また、クリアリングハウスノード間の相互接続性を確保し、地理情報のメタデータ

を検索する際に端末とサーバ間でのやりとりに必要なパラメータ属性とその属性間関

係を規定したＧＥＯ－Ｊプロファイルについても、ＩＳＯ をベースとしたＪＩ19115
Ｓ原案を作成し、 年 月に日本工業標準調査会に提出した。2004 3
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（４）3次元ＧＩＳの基礎技術の開発

総務省では、 年度末までに、 次元ＧＩＳデータベースの構築及び更新を自動2002 3
化し、解析するための情報通信技術の研究開発を行い 「 次元ＧＩＳデータガイド、 3

ライン」及び「 次元ＧＩＳ技術ガイドライン」を策定し、公開した。3

年度は、 次元ＧＩＳをモバイル端末でも利用可能とするための研究開発を開2003 3
始し、航空機搭載の計測器により取得された空間データを圧縮する「空間データ圧縮

技術 、モバイル端末でのスムーズなデータ抽出を可能とする「空間データ適応管理」

技術 、小容量のモバイル通信回線に対応できる「空間データ配信技術」の研究開発」

を進めている。

次元データの取得技術のうちレーザスキャナは、短時間に広域の高精度三次元デ3

ータを取得できる技術として注目されている。国土地理院では、 年度までに、2002
航空レーザ測量の計測データの精度検証を行い、機器検定に用いるキャリブレーショ

ンサイトを構築した。 年には航空レーザ測量のマニュアルを作成し、既に実利2003

用されている。また、 年度から、高さデータの他、レーザパルスの反射強度差2003
や光学画像とも組み合わせて、建物や道路などの空間情報を自動的に取得する技術に

ついて検討を始めている。

（５）ＣＡＤなど関連分野との技術面の連携

建設生産物のライフサイクル（計画、調査、設計、工事、維持管理）における情報

の共有と有効活用を図るＣＡＬＳ／ＥＣの推進の一環として、産学官の情報化に関す

る有識者により構成される建設情報標準化委員会において、測量―ＣＡＤ―ＧＩＳ間

のデータ交換に関する標準化の取り組みが始まっている。

測量成果の地形図データ（ＤＭ）をＣＡＤ図面で利用するための変換仕様について

7は、現在「ＤＭ－ＣＡＤ（ＳＸＦ）変換仕様（案 」ができあがった段階であり（）

月公開予定 、今後、精度の高い電子地図の利用による設計作業の省力化が期待され）

る。また、地理情報標準に準拠したＧＩＳデータとＣＡＤデータの双方向の交換仕様

についても検討が開始されており、将来的に、 次元データ同士のやり取りなどを含3
め、ＧＩＳとＣＡＤが相互に連携することにより電子国土データの整備と利活用に寄

与することが期待されている。

（６）その他

インターネット技術を使ったＧＩＳのことで、クライアントからインターネットま

たはインターネット上を通じてブラウザソフトを使って容易にＧＩＳを利用するＷｅ

ｂＧＩＳの技術の利用が拡大している。行政分野においても、住民サービスの手段と

して利用が拡大しているほか、データの部局横断的な共有ニーズから内部システムで

もＷｅｂＧＩＳの導入が進んでいる。

ＧＰＳとデータ伝送能力の高い第三世代の携帯インフラとの組み合わせにより、精

度の高い位置情報が携帯電話だけで簡単に取得できるようになってきたことを受け

て、位置情報サービス（ＬＢＳ）の展開が注目されている。一方、通信事業者の経営
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戦略や技術動向の傾向によって、ＬＢＳ製品が、全体のシステムアーキテクチャと整

合性のないまま、互換性なく市場に流通することになると、利用者の混乱を招き、市

場自体の成長を阻害することが懸念されている。



- 12 -

５．諸外国の状況

（１）アメリカ合衆国

、 （ ）2003 Geospatial One-Stop年度のＧＩＳ政策に関する新たな動きとして ①ＧＯＳ

。のポータルサイト の開設と② 活動の展開が注目されるgeodata.gov The National Map

ＧＯＳは連邦政府、州政府及び地方公共団体の代表によって構成される執行委員会

において、連邦地理情報委員会（ＦＧＤＣ）との密接な協力の下に推進しているもの

である。 のサイトは、米国内の連邦政府等の全ての地理情報とサービスgeodata.gov

を登録するウェブサイトとして提供されており、ＧＩＳソフトウェアを持たない利用

、 。者が地図情報を参照するための 使いやすい地図のインターフェイスも提供している

、 （ ） 、The National Map は 米国地質調査所 ＵＳＧＳ が新たに取り組み始めた活動で

米国内のあらゆるレベル（連邦、州、地方公共団体、民間）の地理情報作成者と連携

して総合的な地形図データをインターネットで無料で公開するものである。ＵＳＧＳ

にはユーザーの要望どおりの頻度でデータを更新する資金はないこともあり、今後は

この活動を通じて多くのデータ提供機関との調整、共同作業が重要になると考えられ

ている。

（２）イギリス

イギリス政府は 年を目標に政府関連（地方公共団体を含む）サービスをオン2005
ラインで提供できるようにするという電子化政策を掲げており、この政策のもとに各

種の空間データの整備が進められている。主なデータとして、イギリス全土の土地及

び不動産の電子目録であるＮＬＰＧ（ 、イギリスNational Land and Property Gazetteer）
全土の通り名を収録したＮＳＧ（ 、イギリス全土の土地利用National Street Gazetteer）

データであるＮＬＵＤ（ ）がある。このような政策を通じNational Land Use Database

て地方公共団体でもＧＩＳの導入が進んでおり、 年秋までに全国 の地方公2003 408

共団体のうち がＮＬＰＧの整備、接続を終えており、 が整備中、 が計画中245 115 48
である。

一般の利用者にとっては、現状では空間データをオンラインで入手できるような状

況にはなっていないが、ＡＧＩ（ ：民間の空間Association for Geographic Information
データ利用者組織）が運営する により、イギリス国内で入手可能な全てGIGateway

の空間データをオンラインで検索できるようになっている。

なお、イギリスは、ＥＵによる域内全域の空間データ基盤整備を目的としたプロジ

ェクトＩＮＳＰＩＲＥ（ ）にも参画してInfrastructure for Spatial Information in Europe

いる。

（３）ドイツ

ドイツでは、内務省の政務次官が議長を務めるＩＭＡＧＩ（地理情報省庁連絡委員

2000 2001会 において 連邦地理情報検索システム の構想を 年に決定した また） 、「 」 。 、

年には連邦議会の「ドイツ連邦共和国における地理情報の利用に関する 年 月2001 2
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日連邦議会決議」がなされたことを受け、 年にＧＤＩ15 2002

－ＤＥ（連邦地理情報基盤）の実施が決定された。これは、国、州、民間の管理する

地理情報により、全国規模の地理情報データベース構築を目指すものである。

（連邦地理情報検索システム）の構築がその第一段階として位置づけらGeoMis.Bund

れ、 年 月から既に供用開始されている。2003 9

また、 年 月の連邦議会においても地理情報の活用に関する決議がなされ、2003 4
地理情報は情報化社会において社会・経済的発展に不可欠な要素であり、国、州、民

間それぞれにおいて積極的に活用される必要があるとされた。

なお、ドイツにおいても、ＥＵ域内の空間データ基盤整備整備を推進するＩＮＳＰ

ＩＲＥへの参加が、 年 月の連邦議会において承認された。2003 4

（４）フランス

フランスにおける空間データ基盤の整備と普及に関わる公的機関としては、地理情

報国家評議会（ＣＮＩＧ 、国家地理委員会（ＤＩＧ 、地理情報国家委員会（ＣＮ） ）

ＩＬ）等がある。

ＣＮＩＬは、大縮尺空間地理情報プロジェクト（ＲＧＥ）において、地形データベ

ース、地籍データベース、行政界データベース、オルソフォト等の整備を推進してい

る。ＲＧＥの基本縮尺は であり、新規に整備するデータと既存の海図、地質1/10,000
図、社会経済データなどの編集も含んでいる。

（５）オランダ

オランダ国土空間基盤情報（ＮＳＤＩ）の整備は、 年創設のオランダ不動産1993

情報委員会（ＲＡＶＩ）によって開始され、現在は、空間計画環境省（ＭｉｎＶＲＯ

Ｍ）及び厚生省等の関係機関がＲＡＶＩの代わりを務めている。

オランダＮＳＤＩは、 年に の準公的機関を含む政府機関によって全国統一2002 40
の大規模主要データベースとして完成され、その内容は、 のベクトル地図を1/10,000

ベースマップとして、個人、企業、建物、地籍等の他標準的な住所に関する情報を含

んでいる。

また、 年には、地理情報のためのクリアリングハウスを開設している。1996

（６）フィンランド

1980フィンランド全土レベルの空間データは 国土測量局 ＮＬＳ が中心となって、 （ ） 、

年代から整備が進められている。縮尺レベルは から多数の小縮尺データまで1/20,000

1/5,000 1/500あり、一部の地域では のデータが整備されている。また、都市部では

～ のデータが地方公共団体によって整備されている。空間データの更新期間1/2,000

は、データの種類によって異なるが、 年（道路データ）から 年程度である。1 10

国土空間情報基盤（ＮＳＤＩ）の整備はまだ完成しておらず、 年に設立され2001
たフィンランド地理情報協議会（ＦＣＧＩ）がＮＳＤＩの推進を行っている。

データ内容の充実のため データ収集を国が行いデータ更新は民間が行うケース 道、 （

路データ及び不動産データ）や国と民間がデータの販売・処理を共同企業体で運営す
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るケース（衛星画像）がある。

空間データ（地形データ、地積図データ、その他の主題図データ）の互換性は優れ

ており、現在はＸＭＬ／ＧＭＬによる送信インターフェイスが構築されつつある。

（７）カナダ

カナダにおけるＧＩＳ関連施策は、 年に設置された「ジオ・コネクション」1999
を中心に推進されている。ジオ・コネクションは、空間データをインターネット上で

利用可能とするために、各プロジェクトを調整する組織で、①カナダ空間データ基盤

（ＣＧＤＩ）の構築と、②連邦政府、州、自治体、民間などの関係機関の投資と開発

を調整しながら標準化、プロトコル、アクセス、空間データのメンテナンス方法等の

規程の作成、とを担っている （※ＣＧＤＩは、地形図、航空写真、衛星画像、航海。

・航空図、国勢調査、選挙区、森林地、土地等で構成される「カナダ空間データベー

」 、 、 、ス をインターネット上で利用することを可能とするための技術 標準化 アクセス

システム、プロトコルを指している。ＣＧＤＩは、様々な協力機関からの投資によっ

て構成されており、インターネットからの情報検索やサンプルデータのダウンロード

は無料で利用可能となっている ）。

ジオ・コネクションは、連邦政府、州、自治体、民間企業、学界などで構成される

諮問委員会のサポートを受けて、 つのプログラム（アクセス、フレームワーク、ジ7
、 、 、 、 ）オ・パートナーズ ジオ・イノベーション 地域発展 全国地図 技術ネットワーク

2003を実施している。また、これらに関するプロジェクトに資金援助を行っている。

年には、 の新たなプロジェクトを開始した（ＣＧＤＩ対応の地図製作ツールキッ30
トの構築、空間情報をリアルタイムで共同サービスする等 。）

（８）その他の諸国

中国では、測絵法を管轄する中国国家測絵局がＮＳＤＩの構築を主導し、その下部

機構である国家ジオマティックセンターが国レベルでのデータ収集のほか全国的なＧ

ＰＳ測位ネットワークの運用等を行っている。また、 年には、国家地理情報調1999

整委員会が、調整機関として、国務院に設置されている。現在までに 以下1/100,000
の縮尺の地図は全て電子化されており、 の地図については一般でも入手で1/1,000,000

きるようになっている。最近ではカーナビゲーションの普及が始まり、そのための大

縮尺データは国家測絵局の許可を得た民間が販売している。

マレーシアにおける空間データ基盤（ＭｙＧＤＩ）は、土地に関する省庁の地理情

報整備促進を目的として定められており、その構築のために、マレーシア空間データ

基盤センター（ＭａＣＤＧＩ）の調整のもと、地理データの標準化、基本データセッ

トの整備、オンラインで流すデータのプロトタイプ作成が行われている。

フィリピンでは、 年に省庁間地理情報タスクフォース（ＩＡＴＦＧＩ）が組1993

2002 7 5織された。ＩＡＴＦＧＩでは、 年 月にフィリピン国家空間データ構造計画（

カ年計画）を策定し、誰でも目的に応じて良質で一貫性のある地理情報を入手するこ

、 （ ） 。とができるようにするため 国家地理情報基盤 ＮＧＩＩ の基本案をまとめている

ケニアでは、わが国からの専門家による技術移転を通じて、国土空間データ基盤整
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備推進のための体制が整いつつある。測量局では、 のデジタルデータを地1/1,000,000

、 。球地図ケニアとして整備完了し 地球地図国際運営委員会のサイトから公開している

のデジタル化についても、まもなく整備が終了する予定である。また、ナ1/250,000
イロビ市の ～ のデジタル地図データの作成が、わが国の援助により、1/2,500 1/5,000

年 月から本格的に着手された。2003 2
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６．その他

（１）政府におけるＧＩＳを用いた新たな行政サービス

①統計ＧＩＳプラザ【 】http://gisplaza.stat.go.jp
総務省統計局は、統計のより高度な利用とサービスの提供を図るため、国勢調査等

の小地域統計データと境界データを結びつけ、ＧＩＳを用いて背景地図と重ね合わせ

た上で、グラフ表示や集計機能等も利用できるインターネット上のサイト「統計ＧＩ

Ｓプラザ」を 年 月に開設した。2004 1

本サイトには、運用開始から約 ヶ月間で約 件のアクセスがあり、 年1 34,000 2004

度には、システムの操作性の向上及び背景地図の更新等の改良を予定している。

②防災情報提供センター【 】http://www.bosaijoho.go.jp/

防災関係機関をはじめ広く国民が、インターネットを通じて国土交通省が保有する

防災情報（気象や災害などに関する情報）を容易に検索でき、また、これらの防災情

報を手軽に入手し、活用することができるように、 年 月に「国土交通省防災2003 6

情報提供センター」を開設した。国土交通省における防災情報を、光ファイバーネッ

2003 8 1トワーク等を活用して集約し 分かりやすい形で総合的に提供し 年 月には、 、 、

日あたり最大 万ページビューのアクセスがあるなど利用が拡大・定着した。270

年度以降、新たに、ＧＩＳ（電子国土Ｗｅｂシステム）を活用して、地図上2004
に複数部局のデータを呼び出して、重ね合わせ表示した情報を利用可能とするなど、

情報の充実を図る。

③電子国土Ｗｅｂシステム【 】http://cyberjapan.jp/

国土地理院は、数値化された国土に関する様々な地理情報を位置情報に基づいて統

合し、コンピュータ上で再現するサイバー国土（電子国土）を実現する施策として、

電子国土Ｗｅｂシステムを 年 月に公開した。このシステムを利用する事によ2003 7
り、地理情報提供者は、 万 千分 地形図データを背景にして、自らの持つ地理情2 5 1

報をホームページから発信することが出来るなど、特別なＧＩＳソフトや地図情報を

用意することなく、地理情報の発信や利用が出来る。

地理情報提供者は、現在、国、地方公共団体、教育機関、民間非営利団体に限定さ

れているが、これまでに 団体のサイトが開設済みで、さらに 団体がサイトを構20 30

築中である。

（２）2004年度予算

、 、 （ ）関係各府省の 年度予算として 項目 総額約 億円 ただし内数を除く2004 92 261
が計上されている 【別紙５】。


